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別紙4

(単位：円)

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的等 取得価額 減価償却累計額 貸借対照表価額

　現金 － － － 101,000

　預貯金 北洋銀行 道庁支店 6,248,639,231

北海道銀行 札幌駅前支店 1,324,775,081

三井住友信託銀行札幌支店 79,482

ゆうちょ銀行 139,820,764

7,713,314,558

　有価証券 － 平成14年度第9回国債、他 － － 1,199,740,000

　事業未収金 － 受託金精算差額未収計上、他 － － 91,936

　未収金 － 福祉サービス利用料、他 － － 20,512,702

　未収補助金 － 北海道補助金未収計上、他 － － 43,071,514

　未収収益

　　未収貸付金利子 － 3月分未収貸付金利子回収額、他 － － 17,130,913

　　その他未収収益 － 消費税概算仮払金精算差額還付計上 － － 90,900

17,221,813

　商品・製品 － 収益事業区分商品 － － 805,308

　立替金 － 2月分社保料、他 － － 170,825

　前払金 － 電話交換設備リース料、他 － － 242,796

　前払費用 － 会場代、他 － － 95,536

　生活福祉資金会計貸付金

　　生活福祉資金貸付事務費 － － － 23,720,589

23,720,589

　仮払金

　　その他の仮払 － 相続財産管理人選任に係る予納金、他 － － 3,315,100

3,315,100

　その他の流動資産 － 生活福祉資金事務費会計充当分繰入、他 － － 52,250,765

9,074,654,442

　　定期預金 － － － 3,000,000

3,000,000

　　器具及び備品 札幌市中央区北2条西7丁目1 － デスクトップＰＣ、他 39,220,224 36,502,284 2,717,940

　　権利 場所 － 電話加入権 2,935,008 0 2,935,008

　　ソフトウェア 場所 － サイボウズライセンス、他 2,495,880 1,039,950 1,455,930

　　投資有価証券

　　　北海道社会福祉基金 － 平成14年度第9回国債、他 － － 232,488,325

　　　前田社会福祉基金 － 平成25年度第145回国債 － － 20,320,000

　　　丸井今井福祉基金 － 平成25年度第145回国債 － － 5,000,000

　　　土屋生涯福祉基金 － 平成25年度第145回国債 － － 20,000,000

　　　ＨＢＣ社会福祉基金 － 平成25年度第145回国債、他 － － 107,743,767

　　　吉田・飯塚・長瀬基金 － 平成21年度第12回道債、他 － － 105,461,810

491,013,902

　　長期貸付金 道費等原資による各種貸付金

　　　特別生活資金貸付金 － － － 14,172,450

　　　有珠山噴火被災者援護特別資金貸付金 － － － 2,646,200

　　　特別緊急小口資金貸付金 － － － 4,213,210

　　　胆振東部地震特別緊急小口資金貸付金 － － － 16,030,000

　　　介護福祉士等修学資金貸付金 － － － 445,658,561

　　　保育士修学資金貸付金 － － － 132,375,757

　　　新・介護福祉士等修学資金貸付金 － － － 359,601,520

　　　介護福祉実務者貸付金 － － － 9,183,436

　　　再就職準備金貸付金 － － － 2,706,000

　　　児童養護施設退所者等自立支援資金貸付 － － － 19,164,532

小計

流動資産合計

２ 固定資産

 （１）　基本財産

基本財産合計

 （２） その他の固定資産
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　　　新・保育士修学資金貸付事業 － － － 316,427,277

　　　総合支援資金貸付金 － － － 503,624,547

　　　福祉資金貸付金 － － － 198,913,450

　　　教育支援資金貸付金 － － － 2,870,828,227

　　　不動産担保型生活資金貸付金 － － － 126,854,738

　　　離職者支援資金貸付金 － － － 60,679,784

　　　障害者更生資金貸付金 － － － 19,150,643

　　　福祉資金（住宅）貸付金 － － － 5,637,634

　　　要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付金 － － － 260,048,336

　　　要保護世帯向け不動産担保型生活資金（指定都市）貸付金－ － － 159,570,501

　　　臨時つなぎ資金貸付金 － － － 9,899,665

5,537,386,468

　　長期滞留債権 （生活福祉資金）

　　　総合支援資金貸付金 － － － 960,954,989

　　　福祉資金貸付金 － － － 233,178,056

　　　教育支援資金貸付金 － － － 1,497,756,823

　　　離職者支援資金貸付金 － － － 361,740,306

　　　障害者更生資金貸付金 － － － 28,879,730

　　　生活資金貸付金 － － － 3,237,997

　　　福祉資金（住宅）貸付金 － － － 13,763,218

3,099,511,119

　　生活福祉資金会計長期貸付金

　　　要保護世帯向け不動産担保型生活資金 － － － 800,000,000

800,000,000

　　退職手当積立基金預け金 － 北海道民間社会福祉事業職員共済会会員出資金 － － 77,512,725

　　退職給付引当資産 － － － 58,479,533

　　社会福祉総合基金積立資産

　　　北海道社会福祉基金 － － － 115,359,438

　　　前田社会福祉基金 － － － 9,677

　　　ＨＢＣ社会福祉基金 － － － 6,233

　　　吉田・飯塚・長瀬基金 － － － 3,374

115,378,722

　　ボランティア積立資産 － － － 4,806,961

　　災害支援対策積立資産 － － － 5,793,121

　　法人運営積立資産 － － － 78,541,142

　　社会福祉施設部会運営資金積立資産 － － － 2,300,000

　　法人部会運営資金積立資産 － － － 2,950,067

　　欠損補てん積立特定資産

　　　新　欠損補てん積立特定資産 － － － 1,097,903,055

1,097,903,055

　　△徴収不能引当金 － 貸付金の償還免除 － － -387,090,431

10,991,595,262

10,994,595,262

20,069,249,704

　事業未払金

　　未払金 － 2月分社保料、他 － － 57,112,875

　　未払法人税等 － Ｈ30法人税、他 － － 4,042,100

61,154,975

　その他の未払金 － 労働保険料/個人負担分 － － 46,866

　１年以内支払予定長期未払金 － 貸付原資返還/教育支援資金 － － 58,000,000

　未返還金 － 災害等準備金返還金 － － 66,461

　預り金 － 受託金不用額、他 － － 11,638,471

　職員預り金

　　所得税・道市民税預り金 － 3月分所得税、他 － － 2,067,572

　　社保料預り金 － 2月分社保料、他 － － 4,763,278
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　　共済掛金・償還金預り金 － 民間共済会個人出資金（育児休暇職員分）、他 － － 49,750

　　その他の預り金 － 職員慶弔費、他 － － 149,118

7,029,718

　前受金 － 研修受講料、他 － － 73,250

　生活福祉資金会計借入金

　　生活福祉資金 － － － 23,720,589

23,720,589

　賞与引当金 － － － 14,461,265

　その他の流動負債 － 法人運営積立資産への積立未積立取扱分、他 － － 84,422,622

260,614,217

　生活福祉資金会計長期借入金

　　生活福祉資金 － － － 800,000,000

800,000,000

　退職給付引当金

　　法人負担分 － 退職給与引当金 － － 180,563,551

　　退職共済分 － 同上（うち、民間共済会会員出資金分） － － 77,512,725

258,076,276

　長期未払金 － － － 235,217,000

1,293,293,276

1,553,907,493

18,515,342,211

（記載上の留意事項）

・土地、建物が複数ある場合には、科目を拠点区分毎に分けて記載するものとする。

・同一の科目について控除対象財産に該当し得るものと、該当し得ないものが含まれる場合には、分けて記載するものとする。 

・科目を分けて記載した場合は、小計欄を設けて、「貸借対照表価額」欄と一致させる。 

・「使用目的等」欄には、社会福祉法第55条の2の規定に基づく社会福祉充実残額の算定に必要な控除対象財産の判定を行うため、

各資産の使用目的を簡潔に記載する。

なお、負債については、「使用目的等」欄の記載を要しない。

・｢貸借対照表価額｣欄は、｢取得価額｣欄と｢減価償却累計額｣欄の差額と同額になることに留意する。

・建物についてのみ｢取得年度｣欄を記載する。

・減価償却資産（有形固定資産に限る）については、｢減価償却累計額｣欄を記載する。なお、減価償却累計額には、

減損損失累計額を含むものとする。

また、ソフトウェアについては、取得価額から貸借対照表価額を控除して得た額を「減価償却累計額」欄に記載する。

・車輌運搬具の○○には会社名と車種を記載すること。車輌番号は任意記載とする。

・預金に関する口座番号は任意記載とする。

差引純資産

２ 固定負債

小計

小計

固定負債合計

負債合計

流動負債合計

小計

小計


